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In recent years, Japan’s science ranking has steadily declined in fields such as materials 
science, engineering, and chemistry, in which Japanese companies and universities are 
highly competitive internationally. At the same time, the basic science capability of 
China and South Korea is improving, especially in these fields. These are because a large 
amount of knowledge spillover occurred from Japan through international students and 
postdocs from China and South Korea to Japan. The number of the international 
students and postdocs actually increased rapidly as a result of the Japanese government 
policies since the 1990s, in matters such as the doubling of the graduate student plan, 
the 10,000 postdocs plan, and the 300,000 exchange students plan. Those policy based 
actions led to intense international competition between Japanese companies and their 
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East Asian counterparts in the same science and technology fields, all of which has had 
a substantial negative impact on Japanese industry and economy. 
 
The degree of East Asianization of basic science varies from country to country in the 
world. In Japan East Asianization rapidly gained momentum in the latter half of the 
1990s, but in the US this began in the latter half of the 2000s. Much the same fields 
showed the strongest effects of East Asianization in both Japan and the US. Although 
the impact of East Asianization is not yet so serious in Europe, it is likely to carry more 
weight in the near future, given the recent rapid growth of Chinese student numbers. 
 
The Japanese government’s current budget to support students going abroad from Japan 
is much smaller than that to support international students coming to Japan, and ninety 
percent of those international students are from Asia. Accepting more and more 
international students to support developing countries (and to compensate for the 
decreasing number of Japanese doctoral students) may serve to increase academic 
publications in the short term, but it is surely unsustainable in the long run. The 
Japanese government should focus on the promotion of cooperation with Western 
countries, which are centers of basic science, in order to improve Japan’s science quality 
and productivity rather than quantity.  
 



































































10 年は全研究分野平均でみると中韓の合計で 24.2％（中国 16.4%、韓国 7.8%）である
（NISTEP, 2011）。21998－2000 年は 12.7％（中国 8.1%、韓国 4.6%）だったので、10 年
間で 2 倍ほど伸びている。また、分野別で中韓との共著割合が大きいのは、材料科学、工







































これが 2000 年代に入ると、留学生が急増し始め、2003 年に 10 万人の目標が一挙に達成さ




4 2015 年度の高等教育機関の留学生数は、工学分野が約 27800 人、理学分野が約 3000 人、







拠として、工学分野の学部学生数は 97 年をピークに減少し始めているが、（学部は 4 年な











日本の高等教育機関等の留学生の国籍別割合をみると、2001 年は合計 78,812 人であった
が、2006年は合計 171,122人に増え、そのうちアジア出身が 92.7％で 9割以上を占め、欧
州が 3.8％、北米が 1.6％である（図表４）。アジアの中では、中韓のみで 76.5%あり 4分の
3以上を占めている（中国人は 63.0%、韓国人 13.5%）。2016年のアジア出身の割合は 91.5％
で、2000年代の割合と同じくらいである。ただし、2016年の中韓の合計の留学生数は 2006







年度の全分野の平均で、中国が 49.5％、韓国が 9.7％、台湾が 5.4％、中韓台を除くアジア
が 25.0％、欧米（中南米を含む）が 7.7％を占める（NISTEP, 2015）。このように中韓の合
計のみで約 6 割近くを占めている。なお、2012 年度の高等教育機関全体の中韓の留学生は














日本で中韓からのポスドクが急増し始めたのは、96 年の「ポスドク等 1 万人支援計画」以
降である。この計画はポスドクの支援を 96年から 5年間で 2.5倍から 3倍にする目標を掲


















こうした背景から、外特は 95 年から 2000 年頃にかけて中韓の割合が 2 割から 4 割になり
倍増した。また、この時期にインドとバングラディシュの合計割合は約 5％から 2割になる
など南アジア出身も急増し、あわせて東南アジアも増えた。そして、全体としては、95 年
からたった 5 年ほどでアジア出身の割合が 3 割から 6-7 割に大幅に増え、2000 年代以降は
常に中韓インド及びバングラディシュの 4か国出身が圧倒的に上位を占め続けている。 
                                                   
5 外特の支援は他の支援制度と比べて特に手厚く、96 年度は外特 1 人当たりに滞在費とし
て毎月 270,000 円、家族手当が毎月 5 万円以内、宿舎費が毎月 100,000 円以内支給されて




































若手のポストである。たとえば 2015 年度の NIMS の任期付のポスドク研究員は 178 人中外





国人が 131人で 4分の 3を占め、特に中韓が多く 66人で、全体の 4割を占める（中国人 53
人、韓国人 13人）。また、博士課程学生が採用されるジュニア研究員は 92人中外国人が 67





























                                                   
7 アジアの各国の学生に対して「自国、日系、欧米系企業の 3 種のうちどの企業で働きたい
か」を聞いたアンケート調査によると、日系企業を選択したのは、中国が 1.9%、韓国が 2.4％











































そ日本が 9 割、米国が 6 割、欧州が 3 割で、大きな差がある。 
 














































ア出身に偏るうえ、欧米に行けない 2 番手、3 番手が来る。ちなみに、日米の大学院で中韓
が占める割合は、日本の理系の修士と博士課程学生の平均は 6 割、米国の理系の博士課程





えば、博士課程修了後すぐの進路については、米国への留学生は 4 分の 3 が卒業後も米国
に残る予定であるのに対し（NSF, 2016）、日本の場合は半分弱しか日本に残らないという
























学生の出身国は、2016 年度はアジアが占める割合は 4 分の 3 で、中韓の割合は 4 分の 1 で





である。中韓の合計割合は、2000 年代前半には外特の 4 割を超えていたので、その頃より
は減っているものの、今でも外特全体の約 4 分の 1 を占めている。そのほか JSPS が支援
する長期の外国人招聘研究者はおよそ半分がアジアからで、2 か国間・多国間等の学術交流




を開始した。この事業の予算は、2014 年度は８億円（招聘人数 2945 人）だったが、2017








たとえば、文部科学省の 2016 年度予算をみると、日本人の海外留学支援は約 68 億円であ
るが、日本の高等教育機関への留学生受け入れのための支援の総額は 3.5 倍以上の約 245
億円である。また、JSPS が日本人ポスドクを海外に派遣する支援は 2016 年度約 20 億円




















































の被引用回数でみた質の指標は、2008－10 年の論文で米国 29.7、英国 30.1、ドイツ 26.3、
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